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議案第２５号

（総　則）

第１条　令和８年度三芳町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1)　水洗化戸数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６，６９１戸

(2)　年間処理水量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５，７８１，２５０立方メートル

(3)　一日平均処理水量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２，５７０立方メートル

(4)　主な建設改良事業　　公共下水道建設事業　　　　　　　　　　　　　　５１，９７５千円

　　　　　　　　　　　　 特定環境保全公共下水道建設事業　　　　　　　　１０，６９２千円

　　　　　　　　　　　　 流域下水道事業　　　　　　　　　　　　　　　　５６，９４０千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　収　　　　　　入

第１款　下水道事業収益　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８３４，９１９千円

　第１項　営業収益　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４９１，６３７千円

　第２項　営業外収益 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４３，２８２千円

　　　　　　支　　　　　　出

第１款　下水道事業費用　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８１６，２０１千円

　第１項　営業費用　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７８２，０６７千円

　第２項　営業外費用　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０，９８２千円

　第３項　特別損失　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５２千円

　第４項　予備費　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，０００千円

令和８年度三芳町下水道事業会計予算
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（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１５２，２００千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

調整額１０，８７６千円及び過年度分損益勘定留保資金１４１，３２４千円で補てんするものとする。）

　　　　　　収　　　　　　入

第１款　資本的収入　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７９，６４９千円

　第１項　企業債　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４８，５００千円

　第３項　他会計負担金　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９，２００千円

　第４項　他会計補助金　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，９４９千円

　第５項　国庫補助金　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８，０００千円

　　　　　　支　　　　　　出

第１款　資本的支出　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３１，８４９千円

　第１項　建設改良費　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２５，２９２千円

　第２項　企業債償還金　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０６，５５７千円

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　事項　　　　　　　　　　　　　　　　　期間　　　　　　　　　　　　　限度額

　　　　ウォーターＰＰＰ導入可能性　　　　　令和８年度から令和９年度まで　　　　３１，６９１千円

　　　　　　　　　　　検討調査業務委託

（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　　起債の目的　　　　限度額　　　　　　　起債の方法　　利率　　　　　償還の方法　

　　公共下水道事業　　１６，４００千円　　普通貸借　　　5.0％以内　　　 政府資金については、その融資条件に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　又　　は　　　　　　　　　　より、銀行その他の場合にはその債権者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　証券発行　　　　　　　　　　と協定するものとする。ただし、企業財

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政その他の都合により据置期間及び償還

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期間を短縮し、もしくは繰上償還又は低

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　利に借り換えることができる。

　　特定環境保全　　　　３，７００千円　　同上　　　　　同上　　　　　同上

　　公共下水道事業

　　流域下水道事業　　２８，４００千円　　同上　　　　　同上　　　　　同上
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（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　　（１）収益的支出における各項間の流用

　　　（２）資本的支出における各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその

　経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　　（１）職員給与費　　　　　　　　　　　３０，５２３千円

　　　（２）交際費　　　　　　　　　　　　　　　　　５０千円

（他会計からの補助金）

第１０条　下水道事業運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２４，１９２千円である。

令和８年２月２５日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　埼玉県入間郡三芳町長　　林　　伊　佐　雄
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令和８年度三芳町下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入 (単位：千円)

予定額 備　　　考

1. 下水道事業収益 834,919
1. 営業収益 491,637

1. 下水道使用料 490,885
2. その他営業収益 752

2. 営業外収益 343,282
1. 受取利息及び配当金 2,494
2. 他会計負担金 105,323
3. 他会計補助金 20,243
4. 国庫補助金 14,525
5. 長期前受金戻入 194,430
6. 雑収益 6,267

支　　　出 (単位：千円)

予定額 備　　　考

1. 下水道事業費用 816,201
1. 営業費用 782,067

1. 管渠費 51,904
2. ポンプ場費 12,093
3. 流域下水道維持管理費 261,299
4. 普及促進費 193
5. 水質規制費 4,543
6. 業務費 33,978
7. 総係費 38,845
8. 減価償却費 377,237
9. 資産減耗費 1,975

2. 営業外費用 30,982
1. 支払利息 14,939
2. 雑支出 3,000
3. 消費税及び地方消費税 13,043

3. 特別損失 152
1. 過年度損益修正損 152

4. 予備費 3,000
1. 予備費 3,000

款 項 目

款 項 目
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入 (単位：千円)

予定額 備　　　考

1. 資本的収入 79,649
1. 企業債 48,500

1. 企業債 48,500
3. 他会計負担金 9,200

1. 他会計負担金 9,200
4. 他会計補助金 3,949

1. 他会計補助金 3,949
5. 国庫補助金 18,000

1. 国庫補助金 18,000

支　　　出 (単位：千円)

予定額 備　　　考

1. 資本的支出 231,849
1. 建設改良費 125,292

1. 公共下水道建設事業費 51,975
2. 特定環境保全公共下水道建設事業 10,692
3. 流域下水道事業費 56,940
4. 建設総係費 5,685

2. 企業債償還金 106,557
1. 企業債償還金 106,557

款 項 目

款 項 目
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令和８年度三芳町下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和 8年 4月 1日から令和 9年 3月31日まで）

（単位：円）

１．業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 22,252,931

　　減価償却費 377,234,193

　　固定資産除却費 1,974,808

　　引当金の増減額（△は減少） 125,000

　　長期前受金戻入額 △194,433,452

　　受取利息及び受取配当金 △2,494,000

　　支払利息 14,938,379

　　未収金の増減額（△は増加） △33,000

　　未払金の増減額（△は減少） △335,697

　　その他の流動負債の増減額（△は減少） 0

　　小計 219,229,162

　　利息及び配当金の受取額 2,494,000

　　利息の支払額 △14,938,379

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 206,784,783

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △62,650,117

　　無形固定資産の取得による支出 △51,762,851

　　国庫補助金等による収入 18,000,000

　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 10,549,709

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △85,863,259

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 48,500,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △106,556,234

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △58,056,234

10



資金増加額（又は減少額） 62,865,290

資金期首残高 1,365,753,061

資金期末残高 1,428,618,351
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１　総　　括

＊（　）内は短時間勤務職員（外書き）

区分

本 年 度

前 年 度

比 較

△ 1,730－ 118 △ 239 △ 1,482 △ 1,603 △ 127

(-)

9 4 1,154 15,832 9,806 26,792 5,461 32,253

(1)

計

25,189 5,334 30,523

特別職（人） 一般職（人） 報 酬 給 料
区 分

職 員 数 給 与 費

期末手当 勤勉手当

9 4

(1)

扶養手当

－

管理職手当 地域手当 住居手当 通勤手当

手 当

1,272 15,593 8,324

合 計

本 年 度

前 年 度

比 較

185

－ 444 1,123 －

－

123

－ 219 4,006 3,366

法　定

福利費

3,548 2,930内
　
　
　
訳

手
　
当
　
の

－

△ 498 84 △ 49 － △ 96

156 －

498

（単位　千円）

（単位　千円）

△ 458 △ 436 △ 29

給　　与　　費　　明　　細　　書

時間外勤務
手　　　当

休日勤務手当

360 1,172
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（１）　職員（会計年度任用職員を除く）

＊（　）内は再任用短時間勤務職員（外書き）

区分

本 年 度

前 年 度

比 較 △ 29 －

3,177 185 －

△ 534 84 △ 49 － △ 96 △ 494 △ 466

534 360 1,172 － 219 3,782

休日勤務手当

－ 444 1,123 － 123 3,288 2,711 156 －

（単位　千円）

内
　
　
　
訳

手
　
当
　
の

扶養手当 管理職手当 地域手当 住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当
時間外勤務
手　　　当

－ － 1 △ 239 △ 1,584 △ 1,822 △ 642 △ 2,464

5,329 30,628

比 較
(－)

9 4 38 15,832 9,429 25,299

28,164

前 年 度
(－)

9 4 39 15,593 7,845 23,477 4,687

給 料 手 当 計 福利費

本 年 度
(－)

（単位　千円）

区 分
職 員 数 給 与 費 法　定

合 計
特別職（人） 一般職（人） 報 酬
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（２）　職員（会計年度任用職員）

＊（　）内は短時間勤務職員（外書き）

区分

本 年 度

前 年 度

比 較

（単位　千円）

区 分
職 員 数 給 与 費 法　定

合 計
特別職（人） 一般職（人） 報 酬 給 料 手 当 計 福利費

本 年 度
－ (1)

－ － 1,233 － 479 1,712 5 1,717

前 年 度
－ (1)

－ － 1,116 － 413 1,529 5 1,534

比 較
－ (-)

－ － 117 － 66 183 － 183

（単位　千円）

内
　
　
　
訳

手
　
当
　
の

扶養手当 管理職手当 地域手当 住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当
時間外勤務
手　　　当

休日勤務手当

－ － － － － 260 219 － －

36 30

－ － － － － 224

－ －

189 － －

－ － － － －
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増減額

118

区　分

その他の増減分

給与改定に伴う増減分 465 給与改定率　2.98％給　料

昇給に伴う増加分 67

△ 239

（単位　千円）

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明 備　　　　　　考

異動等による減分その他の増減分 △ 1,803

制度改正に伴う増減分

２　報酬、給料及び手当の増減額の明細

321 給与改定による増分手　当

異動等による減分

増 減 事 由 別 内 訳

△ 771

△ 1,482

会計年度任用職員による増分報　酬 118 その他の増減分

審議会委員による増分

昇給率　0.79％
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（３）級別職員数 ※（　）内は､再任用短時間勤務職員数

級 職員数(人) 構成比(％)

１級
（―）

      　　０
（―）

      　0.00

２級
（―）

      　　０
（―）

      　0.00

３級
（―）

      　　１
（―）

      　25.00

４級
（―）

      　　２
（―）

      　50.00

５級
（―）

      　　１
（―）

      　25.00

６級
（―）

      　　０
（―）

      　0.00

７級
（―）

      　　０
（―）

      　0.00

区  分 計
（―）

      　　４
（―）

      100.00

高校卒 １級
（―）

      　　０
（―）

      　0.00

大学卒 ２級
（―）

      　　０
（―）

      　0.00

（級別の基準となる職務） ３級
（―）

      　　１
（―）

      　25.00

課長

主査

主査

主幹

主幹

副課長

副課長

令和８年１月１日現在

令和７年１月１日現在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

２４０，９００

４級 ５級 ６級 ７級

主任

２級 ３級

一般職
主事補

主事補

令和8年1月1日

令和7年1月1日

高　　校　　卒

年

（２）初任給

大　　学　　卒 ２４０，９００

区　　　　　分 一　　般　　職

２１３，１００

区　分 １級

３５３，０５０

７級

（―）
      　　２

３８７，３３５

５６歳　４ヶ月

５１歳　７ヶ月

（―）
      　50.00

令和７年１月１日
現在

令和８年１月１日
現在

一般行政職

一般会計の制度

（―）
      　25.00

５級

平 均 年 齢 （歳）

課長主事

区　　　　分
一　　般　　職

４級
（―）

      　　１

４０７，５１２

３５２，８５０

２１３，１００

（単位　円）

一　般　職

３　給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

区　　　　　　　　分

主事

主任

計
（―）

      　　４

（―）
      　　０

（―）
      　0.00

（―）
      　　０６級

（―）
      　0.00

（―）
      100.00
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（４）昇給 （５）期末手当・勤勉手当

一般職 技能労務職

4 4 0

2 2 0

２号給（人） 1 1 0

４号給（人） 1 1 0

６号給（人） 0 0 0

８号給（人） 0 0 0

50.0 50.0 0.0

4 4 0

3 3 0

２号給（人） 1 1 0

４号給（人） 2 2 0

６号給（人） 0 0 0

８号給（人） 0 0 0 （　）内は再任用職員の支給率

75.0 75.0 0.0

（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　（７）　その他の手当

号給数別内訳

4.6

最高限度

（月分） （月分） （月分）
区 分

２ ０ 年 勤 続 の 者 ２ ５ 年 勤 続 の 者 ３ ５ 年 勤 続 の 者

本
年
度

職員数（A）（人）

比率（B)／（A）（％）

比率（B)／（A）（％）

昇給に係る職員数（B)（人）

区　　　分
区　分

（2.45）

4.65

（2.4）

有

１２月(月分)

支給率計(月分）

2.325

2.3

（1.225）

昇給に係る職員数（B)（人）

号給数別内訳

前 年 度

（1.225）（1.225）

2.325

（月分）

前
年
度

職員数（A）（人） 職 制 上 の 段 階 、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

備考

前 年 度
（1.2） （1.2）

（2.45）

６月(月分)

本 年 度

一 般 会 計 の 制 度
( 支 給 率 等 ）

２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９

支 給 率 等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９

４７．７０９

支給期別支給率

本 年 度

有

合計
代表的な職種

有

2.325

同

同

加 算 措 置 等

定年前早期退職特例
措置

定年前早期退職特例
措置

差異の内容

４７．７０９

備　　考

2.325

同

同

区分

扶養手当

地域手当

住居手当

通勤手当

一般会計の制度との異同

（1.225）

一 般 会 計 の 制 度

4.65

2.3

区　分

一般会計の制度

そ の 他 の

17



期　間 金　　額 期　間 金　　額
国庫補助金

他会計負担金

千円 千円 千円 千円

31,691 31,691 31,691

ウォーターＰＰＰ導入可能性
検討調査業務委託

令和８年度
から

令和９年度

前 年 度 末 ま で の

債　　務　　負　　担　　行　　為　　に　　関　　す　　る　　調　　書

事　　　項 限　度　額

当 該 年 度 以 降 の

支 払 義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 支 払 義 務 発 生 予 定 額
左の財源内訳
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(令和 9年 3月31日)
（単位：円）

資　産　の　部
１　固定資産
　(1) 有形固定資産
　　 イ 土地 129,340,900
　　 ロ 建物 66,213,884
　　　　減価償却累計額 △29,626,808 36,587,076
　　 ハ 構築物 8,185,212,256
　　　　減価償却累計額 △2,516,208,166 5,669,004,090
　　 ニ 機械及び装置 305,113,973
　　　　減価償却累計額 △50,304,862 254,809,111
　　 ホ 車両運搬具 0
　　　　減価償却累計額 0 0
　　 ヘ 工具、器具及び備品 7,282
　　　　減価償却累計額 0 7,282
　　 ト 建設仮勘定 0
　　 有形固定資産合計 6,089,748,459
　(2) 無形固定資産
　　 イ 流域下水道施設利用権 808,109,419
　　 無形固定資産合計 808,109,419
　(3) 投資
　　 イ 出資金 0
　　 ロ その他投資 310,000
　　 投資合計 310,000
　　 固定資産合計 6,898,167,878

２　流動資産
　(1) 現金及び預金 1,428,618,351
　(2) 未収金
　　 イ 未収金 89,250,661
　　 ロ 貸倒引当金 △137,000
　　 未収金合計 89,113,661
　(3) その他流動資産 0
　　 流動資産合計 1,517,732,012

３　繰延資産 0
　　 資産合計 8,415,899,890

令和８年度三芳町下水道事業会計予定貸借対照表
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負　債　の　部
４　固定負債
　(1) 企業債
　　 イ 企業債 930,614,470
　　 企業債合計 930,614,470
　(2) 引当金
　　 イ 退職給付引当金 0
　　 引当金合計 0
　　 固定負債合計 930,614,470

５　流動負債
　(1) 企業債
　　 イ 企業債 97,722,847
　　 企業債合計 97,722,847
　(2) 前受金 0
　(3) 未払金 57,985,543
　(4) 預り金 150,000
　(5) 引当金
　　 イ 賞与引当金 2,690,000
　　 引当金合計 2,690,000
　　 流動負債合計 158,548,390

６　繰延収益
　(1) 長期前受金 5,180,918,059
　(2) 収益化累計額 △1,523,796,430
　　 繰延収益合計 3,657,121,629
　　 負債合計 4,746,284,489

資　本　の　部
７　資本金 2,808,695,155

８　剰余金
　(1) 資本剰余金
　　 イ 国庫補助金 0
　　 ロ 県補助金 0
　　 ハ 受贈財産評価額 0
　　 ニ 寄附金 0
　　 ホ その他資本剰余金 129,340,900
　　 資本剰余金合計 129,340,900
　(2) 利益剰余金
　　 イ 減債積立金 140,000,000
　　 ロ 利益積立金 100,000,000
　　 ハ 建設改良積立金 253,755,196
　　 二 当年度未処分利益剰余金 237,824,150
　　 利益剰余金合計 731,579,346
　　 剰余金合計 860,920,246
　　 資本合計 3,669,615,401
　　 負債資本合計 8,415,899,890
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令和７年度三芳町下水道事業会計予定損益計算書
（令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで）

（単位：円）

１　営　業　収　益
　(1) 下水道使用料 454,591,427
　(2) その他営業収益 717,498 455,308,925

２　営　業　費　用
　(1) 管渠費 24,368,132
　(2) ポンプ場費 9,916,779
　(3) 流域下水道維持管理費 212,421,364
　(4) 普及促進費 0
　(5）水質規制費 3,470,000
　(6) 業務費 34,485,653
　(7) 総係費 37,391,838
　(8) 減価償却費 371,752,556
　(9) 資産減耗費 201,584 694,007,906
　　営　業　利　益 △238,698,981

３　営　業　外　収　益
　(1) 受取利息及び配当金 642,736
　(2) 他会計負担金 83,816,000
　(3) 他会計補助金 20,509,000
　(4) 補助金 5,000,000
　(5) 長期前受金戻入 193,319,000
　(6) 雑収益 7,726,852 311,013,588

４　営　業　外　費　用
　(1) 支払利息 15,957,427
　(2) 雑支出 3,000,000 18,957,427 292,056,161
　　経　常　利　益 53,357,180

５　特　別　損　失
　(1) 過年度損益修正損 1,144 1,144 1,144
　　当 年 度 純 利 益 53,356,036
　　前年度繰越利益剰余金 162,215,183
　　その他未処分利益剰余金変動額 0
　　当年度未処分利益剰余金 215,571,219
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(令和 7年 3月31日)
（単位：円）

資　産　の　部
１　固定資産
　(1) 有形固定資産
　　 イ 土地 129,340,900
　　 ロ 建物 66,213,884
　　　　減価償却累計額 △25,923,457 40,290,427
　　 ハ 構築物 8,138,844,046
　　　　減価償却累計額 △2,196,648,694 5,942,195,352
　　 ニ 機械及び装置 290,806,874
　　　　減価償却累計額 △64,299,068 226,507,806
　　 ホ 車両運搬具 0
　　　　減価償却累計額 0 0
　　 ヘ 工具、器具及び備品 7,282
　　　　減価償却累計額 0 7,282
　　 ト 建設仮勘定 0
　　 有形固定資産合計 6,338,341,767
　(2) 無形固定資産
　　 イ 流域下水道施設利用権 796,323,732
　　 無形固定資産合計 796,323,732
　(3) 投資
　　 イ 出資金 0
　　 ロ その他投資 310,000
　　 投資合計 310,000
　　 固定資産合計 7,134,975,499

２　流動資産
　(1) 現金及び預金 1,365,753,061
　(2) 未収金
　　 イ 未収金 89,250,661
　　 ロ 貸倒引当金 △104,000
　　 未収金合計 89,146,661
　(3) その他流動資産 0
　　 流動資産合計 1,454,899,722

３　繰延資産 0
　　 資産合計 8,589,875,221

令和７年度三芳町下水道事業会計予定貸借対照表
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負　債　の　部
４　固定負債
　(1) 企業債
　　 イ 企業債 979,837,317
　　 企業債合計 979,837,317
　(2) 引当金
　　 イ 退職給付引当金 0
　　 引当金合計 0
　　 固定負債合計 979,837,317

５　流動負債
　(1) 企業債
　　 イ 企業債 106,556,234
　　 企業債合計 106,556,234
　(2) 前受金 0
　(3) 未払金 60,874,681
　(4) 預り金 150,000
　(5) 引当金
　　 イ 賞与引当金 2,565,000
　　 引当金合計 2,565,000
　　 流動負債合計 170,145,915

６　繰延収益
　(1) 長期前受金 5,121,892,497
　(2) 収益化累計額 △1,329,362,978
　　 繰延収益合計 3,792,529,519
　　 負債合計 4,942,512,751

資　本　の　部
７　資本金 2,808,695,155

８　剰余金
　(1) 資本剰余金
　　 イ 国庫補助金 0
　　 ロ 県補助金 0
　　 ハ 受贈財産評価額 0
　　 ニ 寄附金 0
　　 ホ その他資本剰余金 129,340,900
　　 資本剰余金合計 129,340,900
　(2) 利益剰余金
　　 イ 減債積立金 140,000,000
　　 ロ 利益積立金 100,000,000
　　 ハ 建設改良積立金 253,755,196
　　 二 当年度未処分利益剰余金 215,571,219
　　 利益剰余金合計 709,326,415
　　 剰余金合計 838,667,315
　　 資本合計 3,647,362,470
　　 負債資本合計 8,589,875,221
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注記
Ⅰ重要な会計方針
　１　固定資産の減価償却の方法　　
　（１）有形固定資産
　      ・減価償却の方法　　　　　定額法
　      ・主な耐用年数
　　　　  建物　　　　　　　　　　１０～５０年
　　　　　構築物　　　　　　　　　３０～５０年
　　　　　機械及び装置　　　　　　  ８～２０年
　　　　　工具器具及び備品　　　　　 　　 ５年
　（２）無形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　定額法
　　　　・主な耐用年数
　　　　　施設利用権　　　　　　　　　　４５年
　２　引当金の計上方法
　（１）退職給付引当金
　　　　本町は退職事務組合に加入しており、下水道事業会計は一般会計を通じて当該組合に負担金を拠出して
　　　いるが、一般会計との取り決めにより、下水道事業会計が一般会計に対して、負担金を拠出して以降の追
　　　加的負担金は全額一般会計において措置することとなっているため、退職給付引当金を計上せず、拠出時
　　　に費用処理を行う。
　（２）賞与引当金
　　　　職員の期末勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込
　　　額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。
　（３) 貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等により回収不能見込額を計上している。
　３　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　税抜方式

Ⅱ予定貸借対照表に関する注記
　（１）引当金として、賞与引当金、貸倒引当金を計上している。
　（２）貸借対照表上で△は差引する勘定として表記している。
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令和８年度三芳町下水道事業会計予算明細書

収　　　入
収 益 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 806,173834,919 28,746下水道事業

 1.営業収益 496,646491,637 △5,009収益

 1.下水道使用 495,844490,885 △4,959 490,885下水道使用 下水道使用料

料 料

 2.その他営業 802752 △50 706下水道区域 下水道区域外流入負担金

収益 外流入負担

金

46手数料 30指定工事店登録手数料

10指定工事店証書替等手数料

2責任技術者登録手数料

4責任技術者登録更新手数料

 2.営業外収益 309,527343,282 33,755

 1.受取利息及 6412,494 1,853 2,494預金利息 預金利子

び配当金

 2.他会計負担 83,816105,323 21,507 105,323他会計負担 96,608一般会計負担金

金 金 8,715水道事業負担金

 3.他会計補助 20,50920,243 △266 20,243他会計補助 一般会計負担金

金 金

 4.国庫補助金 5,00014,525 9,525 14,525国庫補助金 6,000社会資本整備総合交付金

8,525上下水道一体化・基盤強化推進事業

 5.長期前受金 193,319194,430 1,111 194,430長期前受金 長期前受金戻入

戻入 戻入

 6.雑収益 6,2426,267 25 1,500施設事業分 下水道施設事業分担金

担金

1,700受益者負担 受益者負担金

金

1延滞金 受益者負担金延滞金

3,066その他雑収 3,000水洗便所改造資金預託金元利収入

益 41町有財産貸付料

25本人負担分雇用保険料
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支　　　出
収 益 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 763,175816,201 53,026下水道事業

 1.営業費用 720,170782,067 61,897費用

 1.管渠費 30,18251,904 21,722 110備消品費 消耗品

5,440材料費 修理用資材

3,575修繕費 3,564管渠、マンホール等修繕

11その他修繕

35,886委託料 2,200排水管高圧洗浄業務委託

13,871排水管テレビカメラ調査委託

2,385公共下水道台帳等作成業務委託

ウォーターＰＰＰ導入可能性

17,430　　　　　　　　検討調査業務委託

87賃借料 ガス検知器レンタル料

6,526工事請負費 既存施設改修工事

233負担金、補 区域外排水負担金

助及び交付

金

47保険料 保険料

 2.ポンプ場費 12,14212,093 △49 1,794光熱水費 1,774電気料金

20水道料金

1,096修繕費 第一中継ポンプ場修繕

58通信運搬費 専用回線使用料等

47手数料 自動通報装置サービス手数料

5,105委託料 第一中継ポンプ場管理委託

47賃借料 自家用発電機借上料

3,905工事請負費 既存施設改修工事

41保険料 保険料

 3.流域下水道 232,393261,299 28,906 261,299負担金、補 負担金

維持管理費 助及び交付 12,705　砂川堀雨水幹線維持管理

金 248,594　荒川右岸流域下水道維持管理

 4.普及促進費 193193 0 1補償金 融資あっ旋賠償金
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支　　　出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

192負担金、補 生活扶助世帯水洗便所改造費補助金

助及び交付

金

 5.水質規制費 4,3784,543 165 4,543委託料 排出水等分析調査委託

 6.業務費 31,36433,978 2,614 443備消品費 量水器他

33,535委託料 130量水器交換業務委託

33,405下水道使用料徴収等委託

 7.総係費 37,56138,845 1,284 1,272報酬 39上下水道審議会委員　９人

1,233会計年度任用職員　　１人

12,111給料 一般職給　３人

5,257手当 職員手当

879　地域手当

99　通勤手当

75　時間外勤務手当

444　管理職手当

1,888　期末手当

1,598　勤勉手当

148　会計年度任用職員期末手当

126　会計年度任用職員勤勉手当

2,305賞与引当金 941期末手当分

繰入額 792勤勉手当分

333法定福利費分

130会計年度任用職員期末手当分

109会計年度任用職員勤勉手当分

3,548法定福利費 3,543職員共済組合負担金

5会計年度任用職員社会保険料等

1,212総合事務組 退職手当分

合負担金

9報償費 社会資本整備総合交付金

　　　　　　　　　　事後評価委員謝礼

36旅費 11普通旅費
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支　　　出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

25会計年度任用職員費用弁償

40備消品費 消耗品

50被服費 職員用作業服

95燃料費 自動車燃料

35印刷製本費 伝票印刷

10修繕費 車両等修理

14通信運搬費 郵便料金

234手数料 198口座振込パソコンサービス料

5残高証明書

31公金振込手数料

160委託料 指定工事店への修理等当番委託

684賃借料 313公用車リース料

357公営企業会計システム利用料

2有料駐車場使用料

12有料道路通行料

47研修費 職員研修費

50交際費 町長交際費

11,520負担金、補 負担金

助及び交付 140　日本下水道協会

金 10　埼玉県下水道協会

10　全国町村下水道推進協議会埼玉県支部

　荒川右岸流域下水道

5　　　　　　　　　維持管理連絡協議会

11,355　水道事業会計負担金

19保険料 保険料

137貸倒引当金 貸倒引当金繰入額

繰入額

 8.減価償却費 371,755377,237 5,482 337,259有形固定資 3,704建物

産減価償却 319,560構築物

費 13,995機械及び装置
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支　　　出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

39,978無形固定資 流域下水道施設利用権

産減価償却

費

 9.資産減耗費 2021,975 1,773 1,975固定資産除 構築物

却費

 2.営業外費用 39,81930,982 △8,837

 1.支払利息 16,48514,939 △1,546 14,939企業債利息 長期債償還利子

 2.雑支出 3,0003,000 0 3,000その他雑支 水洗便所改造資金預託金

出

 3.消費税及び 20,33413,043 △7,291 13,043消費税及び 消費税及び地方消費税

地方消費税 地方消費税

 3.特別損失 186152 △34

 1.過年度損益 186152 △34 152過年度損益 過年度下水道使用料調定減

修正損 修正損

 4.予備費 3,0003,000 0

 1.予備費 3,0003,000 0 3,000予備費 予備費
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収　　　入
資 本 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 58,07579,649 21,574資本的収入

 1.企業債 32,40048,500 16,100

 1.企業債 32,40048,500 16,100 16,400公共下水道 公共下水道事業債

事業債

3,700特定環境保 特定環境保全公共下水道事業債

全公共下水

道事業債

28,400流域下水道 流域下水道事業債

事業債

 3.他会計負担 8,4609,200 740

金  1.他会計負担 8,4609,200 740 9,200他会計負担 一般会計負担金

金 金

 4.他会計補助 17,2153,949 △13,266

金  1.他会計補助 17,2153,949 △13,266 3,949他会計補助 一般会計負担金

金 金

 5.国庫補助金 018,000 18,000

 1.国庫補助金 018,000 18,000 18,000国庫補助金 社会資本整備総合交付金
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支　　　出
資 本 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 198,145231,849 33,704資本的支出

 1.建設改良費 79,909125,292 45,383

 1.公共下水道 11,67151,975 40,304 51,974工事請負費 補助事業

建設事業費 1補償金 工事に伴う補償料

 2.特定環境保 9,90210,692 790 10,691工事請負費 単独事業

全公共下水 1補償金 工事に伴う補償料

道建設事業

費

 3.流域下水道 49,35956,940 7,581 56,940負担金、補 荒川右岸流域下水道事業負担金

事業費 助及び交付

金

 4.建設総係費 8,9775,685 △3,292 3,482給料 一般職給　１人

882手当 職員手当

244　地域手当

24　通勤手当

81　時間外勤務手当

310　期末手当

223　勤勉手当

385賞与引当金 155期末手当分

繰入額 104勤勉手当分

126法定福利費分

932法定福利費 職員共済組合負担金

4旅費 普通旅費

 2.企業債償還 118,236106,557 △11,679

金  1.企業債償還 118,236106,557 △11,679 106,557企業債償還 長期債償還元金

金 金
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